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研究成果の概要（和文）：プログラムの開発にあたり、若年性認知症の人自身が望む就労支援の方法を明らかに
するため若年性認知症の人とその支援者へのインタビュー調査を計画した。それらの分析結果を踏まえ、プログ
ラム案を作成した。2021年度に石川県内の事業所の支援者を対象にプログラムに基づくオンライン研修会を実施
した。プログラムは約8割の参加者が、研修会に「大変満足・満足」、「とても参考になる」「参考になる」と
回答しており、支援者に有意義なものとなっていた。しかし、社会資源の活用など、就労継続のための具体的な
支援行動の理解に至っていないため、さらなる改善が必要である。

研究成果の概要（英文）：In developing the program, a qualitative descriptive study was planned for 
young people with dementia and their supporters in order to clarify the type of employment support 
that the young people with dementia themselves desire.
Based on the results of these analyses, a draft program was created, and an online training session 
based on the program was held in FY2021 for supporters at business establishments in Ishikawa 
Prefecture. The program was meaningful to the supporters, with about 80% of the participants 
responding "very satisfied/satisfied," "very helpful," or "helpful" to the training sessions. 
However, further improvement is needed, as the program did not lead to an understanding of specific 
support actions for continued employment, such as the use of social resources.

研究分野：公衆衛生看護
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
 プログラム開発にあたり実施した若年性認知症の人と支援者への聞き取り調査では、若年性認知症と診断され
ても、職場の同僚や医療・保健福祉専門職、若年性認知症のYODを抱える人々の助けを借りれば、自分の能力を
最大限に発揮しながら就労や社会参加ができることが明らかになりました。この結果は、若年性認知症の人の就
労継続への理解の促進に役立つと考える。また、本プログラムは職場や保健医療福祉専門職を対象とした研修に
おいて、若年性認知症の発症の初期段階の支援に不可欠な職場での早期発見と早期対応について理解しうる内容
となっており、職場や保健医療福祉専門職への若年性認知症の就労支援の啓発教育に汎用可能と考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 65歳未満に発生する認知症は若年性認知症と定義され、我が国では推定 35,700人が罹患し、
有病率は人口 10万人あたり 50.9と推定されている 1)。働き盛りの年齢に発症し、症状の進行に
よって作業能力の低下や職業上のアイデンティティ、就労継続に支障をきたす 2)。日本では、発
症した人のうち診断後 1年以内に退職する人は他の疾患を持つ人に比して 2倍多く 3)、就労継続
率は、有給休暇を含め約 10％(約 325人)と低い 4)。退職を余儀なくされた人は、精神面や経済面、
家族関係など、生活全般に大きな弊害を受ける 5)6)。しかし、若年性認知症を発症しても職場の
理解と支援があれば就労継続ができ、金銭的補償や幅広い利益を得られることが報告されてい
る 7)。そのため厚生労働省では「認知症施策推進総合戦略(新オレンジプラン)」8)において，「若
年性認知症施策の強化」を７つの柱の一つとして「若年性認知症に対する理解の促進」「早期診
断、医療、介護の充実」「雇用継続や就労の支援」「障害者手帳の早期取得や障害基礎年金の受給
などに対する支援」を掲げ，若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参加支援等の推進に取り
組んでいるところである。具体的には，若年性認知症と診断された人が，発症初期の段階からそ
の状態に応じた適切なサービスが利用できるよう本人・家族向けの『若年性認知症ハンドブック』
の医療機関や自治体窓口などでの配布，都道府県の相談窓口に自立支援に係わる関係者のネッ
トワークの調整役を配置し、若年性認知症の特性に配慮した就労・社会参加支援等の推進である。 
しかし、多くの職場では、若年性認知症についての啓発教育や就労支援のための研修は殆ど実
施されておらず 9)、若年性認知症コールセンターなど、若年性認知症専用の相談先を認知してい
る企業は 103(11.0%)と就労継続支援に関する制度やサービスを十分に理解している職場の支援
者は少ない 10)。そのため若年性認知症の人の就労支援に関するスキルの乏しさから，職場内で
その対応に苦慮しているケースが報告されている 11）。また，これまでの先行研究において本人
の意向を含む就労支援については、十分に検討されていない。 
 そこで本研究では，若年性認知症の人と職場で就労支援に関わる者および先駆的な就労支援
経験を持つ職場適応援助者(ジョブコーチ)に聞き取り調査を行い，多方面から本人の意向を含む
就労支援方法について検討し，支援に必要なスキルを特定する。さらに，得られた知見を基に『若
年性認知症の人への就労支援スキル獲得のための職場内就労支援者(上司等)向け学習プログラ
ム』を開発する。 
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２．研究の目的 
１）就労継続をしている若年性認知症の人と就労支援者の経験 

―若年性認知症の人の望む就労支援に関する定性的研究－ 
 
プログラム開発にあたり，若年性認知症の人の意向を含む就労支援について検討することを
目的とした。本研究により，若年性認知症の人が求める就労支援を明らかにすることで，職場で



就労支援に携わる人への就労支援の一助となり，若年性認知症の人の居場所づくり・就労・社会
参加支援等の発展に寄与できると考えた。 
 
２）若年性認知症の人の就労を支援するための学習プログラム開発における成果と課題 
 研修参加者の就労支援行動の変化と学習プログラムの評価から 
 
 職場で就労支援に携わる人を対象に「若年性認知症の人への就労支援学習プログラム」(以下，
プログラムと略す)を試行するための研修会を開催し，研修受講前後の参加者の就労支援行動の
変化と学習プログラムの評価から効果的なプログラムへの改善の手がかりを得ることを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
１）就労継続をしている若年性認知症の人と就労支援者の経験 

―若年性認知症の人の望む就労支援に関する定性的研究－ 
 
方法：この研究は，日常の経験の本質を記述することを目的とした Colaizzi ( 1978 ) の記
述現象学に基づく質的記述研究として設計しました (Mcleod, 2011 )。 
データ収集期間は，2018 年 9 月から 2019 年 2 月の 6か月間であった。 
全国に点在している認知症の人と家族の会に研究参加者の募集を依頼した。参加者は，以下の
選択基準に従って選定しました。（a）フルタイムの仕事をしている，または診断を受けてから 1
年以内に仕事を辞めている，（b）参加者と家族の両方から同意が得られている，（c）病気の発症
から現在までの経験を話すことができこの研究に協力できる方とした。インフォームドコンセ
ントは（a）研究者が参加者に研究の目的と方法，プライバシーの保護，研究への参加と撤退に
ついて書面と口頭で説明し，（b）参加者が同意書に署名することでその意思を示し，（c）参加者
が希望する場合はインタビュー中にコーディネーターまたはパートナー(YOD の人々が望む活動
を行うのを手伝ってくれる仲間)が同伴できることを知らせることで得られた。しかし，就労中
の若年性認知症の人は殆どいないため研究参加者の募集に協力できないという回答であった。
そのため，仕事をしながら講演活動を行っている若年性認知症の人に直接依頼し，その後はスノ
ーボールサンプリングで参加者を募集した。インタビューでは「認知症であると知ったときの気
持ちやその頃何が起こったかを教えてください」「仕事を続ける中で思いついた工夫や遭遇した
困難について教えてください」と質問し，参加者に自由に話すように依頼しました。研究者は，
支持的な傾聴中に直感した意味を参加者と一緒に確認し，状況に基づいた質問を適宜行いなが
らインタビューを展開しました。各インタビューは、参加者が選択した施設の個室で 1 回のみ
実施され、所要時間は 30 分から 120 分でした。 
就労中または仕事を休職中の若年性認知症の人の支援に携わっている支援者は，次の選択基
準に従って募集しました。就労中の若年性認知症の人の支援に携わっている 1)障害者職業セン
ターや就労支援機関で勤務するジョブコーチ，2)若年性認知症支援コーディネーター，3)職場の
支援者，4)パートナーで，支援対象である若年性認知症の人と家族の同意が得られた方で本研究
に協力可能な方とした。インタビューでは「支援対象である若年性認知症の人の就労継続や社会
参加への支援を行うなかで苦慮したことや上手くいったことを教えていただけますか？」「支援
に携わることになった経緯について教えていただけますか？」の質問に自由に話すように依頼
した。 
参加者の許可を得て、すべてのインタビューの音声録音が行われました。インタビューの音声
録音は、Colaizzi ( 1978 ) の現象学的分析法の 7 段階プロセスに従って書き起こされ、分析
された。 
 
 
２）若年性認知症の人の就労を支援するための学習プログラム開発における成果と課題 
 研修参加者の就労支援行動の変化と学習プログラムの評価から 
 
 方法：2021 年 3 月、プログラムを試行するためにオンライン研修会を開催した。研修内容は，
就業時間内に研修会に参加する人が多いと考えられ，より多くの人に参加してもらうために所
要時間は 1回の半日コース（150 分）で設定した。内容は 1)プログラム開発の経緯，2)調査報告
「若年性認知症の人の就労継続の実態について」，3)専門医の講演「若年性認知症と就労につい
て」，4)専門医の講演「職場で若年性認知症の人を支援するために」，5)事例検討で構成した。ま
た参加者には研修日の 1週間前に研究者らで作成したパンフレット(働き盛り世代の認知症‐仕
事と治療を両立するために‐)や専門医の講演資料，研究依頼文書，オンライン参加方法の資料
を郵送した。A県内にある 2,200 事業所において，従業員の就労支援に携わる立場にある人事担
当者，衛生管理者，管理職，産業保健スタッフなどを研究対象者とした。参加者には研修受講前
後に Web 調査を実施し，属性，就労支援行動(19 項目)(4 件法)，プログラムの評価として研修の
満足度(4 件法)や自由記述を実施した。単純集計の後，研修受講前後の就労支援行動(研究者ら
で作成)の変化を Wilcoxon の符号付き順位検定により算出した。有意水準は 0.05 とし，統計解
析には統計ソフト IBM SPSS Statistics ver.24 を用いた。記述データは，研修内容の評価項目



ごとに内容分析を行い要約した。本研究は研究者の所属機関の医学倫理審査委員会で承認を得
た（承認番号：1002-1）。 
 
４．研究成果 
  
１）就労継続をしている若年性認知症の人と就労支援者の経験 

―若年性認知症の人の望む就労支援に関する定性的研究－ 
 
 研究成果： 若年性認知症の参加者は 11 名であり、そのうち 9名が男性、2名が女性であった。
9 名はアルツハイマー病，1名はレビー小体型認知症，1名は原因不明の認知症と診断されてい
た。診断に至るまでの過程で，3名 は自らの意思で医師の診察を受け，8名は職場の上司や同僚
から医師の診察を勧められた。診断からインタビュー時までの期間は 2 年から 5年であった。
現在の就業状況は，7名がフルタイムで就業しており，3名が約 1年間の有給病気休暇を取得し
ており，1名が退職後 1年未満であった。5 名は，転勤や業務内容の変更により，診断時の勤務
先に引き続き就業することができた。雇用主は，複数の部門（例：総務，清掃，製品解体）を有
する比較的規模の大きい企業，または教育や介護に関するサービスを提供する施設であった。11
名の参加者へのインタビューから就業経験に関する重要な発言を抽出し、意味を特定して 11 の
クラスターにグループ化した。クラスター間の固有の意味内容をさらに検討した後、クラスター
は最終的に「就業継続の危機」、「支援の要請」、「就業課題の克服」、「仕事と社会参加の再開によ
る目的意識の再確認」の 4つのカテゴリーに分類された。 
 参加者は，認知症の進行による混乱や精神的トラウマを軽視したために，仕事を続けることに
危機を感じていました。しかし，これまで多くの時間とエネルギーを費やしてきた仕事を辞めて
でも働き続けなければならないという信念から，雇用主に自分の病気を打ち明け，支援を求め，
仕事や社会活動に従事しました。そうすることで，若年性認知症の発症によって奪われたと感じ
ていた個人的な意義を取り戻すことができました。特に，同じ課題に直面している他の若年性認
知症の人々との出会いは，参加者に新しい生き方を発見する機会を与え，仕事への課題を克服し，
仕事や社会参加を再開することで目的意識を再確認することができていた。これらの調査結果
は，YOD 患者の就労継続と希望する生活の理解と促進に役立つと考える。また，就労継続，再就
職，退職後の社会活動への移行には，コーディネーター，ジョブコーチ，家族支援団体からの多
大な支援が必要であることも明らかになった。 
 
 研究成果：参加者は合計 15 人であり，支援者のうち，保健師や社会福祉士などの医療保健福
祉専門職の資格を持った支援者が 8 名であり，そのうち県の若年性認知症支援コーディネータ
ーが 3名であった。職場の管理者や同僚が 6名であり, そのうち 2 名が職場以外にセルフヘル
プグループのパートナーとして YOD の人とともに活動を行っていた。2名は障害者職業センター
の所長やカウンセラーであり，1名は妻であった。15 人の参加者へのインタビューから、就労や
社会参加の支援に関する重要な発言を抽出し、10 のクラスターにグループ化する意味を特定し
ました。クラスター間の固有の意味内容をさらに検討した結果、クラスターは最終的に「パート
ナーシップの構築」、「能力の開花」、「制度改革への挑戦」、「先駆者としての使命」の４つのカテ
ゴリーに分類された。 
参加者は，若年性認知症の人とパートナーシップを構築しながら若年性認知症の人の自己資
源能力を最大限に活かすために若年性認知症の人の能力の開発に努めていた。また，若年性認知
症の人のための制度や支援が確立されていないなかで，パイオニアとしての使命を持ち，若年性
認知症の発症によって奪われたと感じている人権と権利を取り戻すために仲間と繋がりながら
制度改革への挑戦を続けていた。しかし，支援の過程においては，若年性認知症の人との関係性
の模索や若年性認知症の人に対する社会や自分のなかの偏見に向き合うなど，精神的な痛みを
伴う省察を行っていた。そのため支援者への教育とともに支援者をサポートする必要性が示唆
された。 
 
 
２）若年性認知症の人の就労を支援するための学習プログラム開発における成果と課題 
 研修参加者の就労支援行動の変化と学習プログラムの評価から 
 
 研究成果：研修会受講前後の Web 調査の回答者は 17 名(回収率 47.0%)であり，欠損値のない
有効回答数は 14 名(有効回答率 82.0%)であった。参加者の職種は，人事担当者が 6名(42.8%)と
最も多く，次いで衛生管理者 3 名(21.4％)，看護師 3 名(21.4％)であった。参加者のうち 6 名
(42.8%)は医療保健福祉専門職(以下，専門職)であり，8 名(57.2％)は一般企業の人事担当者や
事務職，衛生管理者(以下，一般職)であった。 
参加者全体 14 名，一般職 8名，専門職 6名ごとに研修会受講前後における「就労支援行動」
の変化について，参加者全体では，「従業員の変化に気づくことができる」「若年性認知症と診断
された従業員の相談にのることができる」「当事者活動への参加の機会を認めることができる」
の 3項目が有意（p＜0.05）に上昇していた。一般職では「若年性認知症と診断された従業員の
相談にのることができる」「本人の脳の疲労を軽減するために，適度な仮眠や休憩時間と場所を



設けることができる」の 2項目が有意（p＜0.05）に上昇し，専門職では，「従業員の体調の変化
に気づくことができる」のみ有意（p＜0.05）に上昇していた。また，有意差はなかったものの
研修会受講後に中央値が 2.5 以下(できない・あまりできない)から 3.0 以上(少しできる・でき
る)になった項目は，一般職では 6項目あり，「従業員の体調の変化に気づくことができる」「本
人の同意を得て，支援コーディネーターに連絡をとることができる」などであった。専門職では
7 項目あり，「本人の同意を得て，受診に同行し，主治医から就労のための情報を確認すること
ができる」「今後の就労について本人，家族と話し合いの機会を持つことができる」などであっ
た。 
 研修の満足度は，満足が 7名(50.0%)と最も多く，次いで大変満足が 4名(28.0%)，やや不満が
2名(14.3%)，普通 1名(7.1%)であった。研修の所要時間は，やや長いが７名(50.0%)と最も多く，
ちょうどよいが 6名(42.9%)，やや短いが 1名(7.1%)であった。研修内容の評価では，若年性認
知症の人の就労と支援の実態は，今後の就労支援の参考になるかでは，とても参考になる・参考
になるが 12 名(78.6%)であり，その理由は「若年性認知症の人の実態が知れイメージがわいた」
「ご本人が職場に求める支援が理解できた」「当事者の訴えが心に響いた」などであった。また，
わからないが 3名(21.4％)であり，「遭遇するまで身近に感じられない」などであった。専門医
の講演については，とても参考になる・参考になるが 13 名(85.7%)であり，その理由として「当
事者の思いや実体験が大切だと分かった」「本人の持つ力に注目して支援を行う必要性が理解で
きた」などであった。あまり参考にならないが 2名(14.3%)で「支援者側と職場のギャップが大
きいと感じた」とのことであった。 
 研修の満足度において約 8割の参加者が満足と回答されていたことから，一般職，専門職にか
かわらず概ね参加者に好評であった内容であり，特に若年性認知症の人の就労支援の初期対応
に不可欠な若年性認知症の早期発見と早期対応の重要性を理解しうる内容となっていた。しか
し，研修内容が支援コーディネーターと検討するための能力の習得に至っていなかったことな
ど，研修内容と就労支援行動の項目との齟齬が生じていたところもあるため，研修内容と就労支
援行動の項目の整合性を図る必要があると考える。また，一般職と専門職では，就労支援行動の
レディネスや職場環境に違いがあるため，各々の実情に即した内容を検討していく必要がある。 
 また，「就労支援行動」(19 項目)は，本研究のために作成したものであり，若年性認知症の人
の就労支援経験のない参加者にとっては，就労支援行動がイメージされ辛く，回答の難しさがあ
ったものと思われる。そのため今後は，「就労支援行動」の信頼性と妥当性の検証とともに就労
支援経験のない方に回答を依頼する際の補足説明などより適切な回答をしてもらうための配慮
が必要である。 
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